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運営推進会議とは
運営推進会議（以下、「会議」という）は、地域密着型サービス事業を実施する事業者が、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、市町村の職員などに対して、提供しているサービス内容等を明らかにすることにより、地域に開かれたサービスにしていくことで、サービスの質の確保を図ることを目的としています。（※１）
１．会議の名称　事業所名を冠し、「○○○○運営推進会議」とします。
２．会議の運用基準
　（１）設置要綱（※2）を定め、運営することが望ましい。
　（２）会議の成立は、委員の過半数の出席が望ましい。
　（３）委員は、運営推進会議において知り得た情報を他に漏らしてはならない。（委員を退いた後においても、同様とする。）
３．会議の設置者　
（１）会議は、事業所ごとの設置が原則です。
（２）以下の要件を満たす場合は、複数の事業所で合同開催が可能です。

　　

４．会議の目的　
利用者、利用者の家族、地域住民の代表、市町村職員などの参加により、
（１）提供しているサービス内容等を明らかにすること
（２）事業所による利用者の「抱え込み」を防止
（３）サービスの質の確保を図ること
（４）地域に開かれたサービスとする　ことを目的としています。
５．対象事業所の区分・開催頻度（回数）（※3）
	事業所の区分
	開催頻度（回数）

	小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護
（認知症対応型グループホーム）　　　　　　　　　　　　

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護（定員29人以下の特別養護老人ホーム）

地域密着型特定施設入居者生活介護
	おおむね
2か月に1回以上
定期的に開催
（年6回以上）

	認知症対応型通所介護

地域密着型通所介護
	6か月に1回以上
定期的に開催
（年2回以上）

	定期巡回・随時対応型訪問介護看護

 （介護・医療連携推進会議という。）
	




６．委員の構成
下表の構成区分から、最低１名選任してください。（※4）
委員の依頼をする際は、予定者に事前に会議の内容、役割についての説明が必要です。（説明は、直接お会いして行い、十分に理解いただけるよう配慮してください。）
就任依頼は、文書で行う事が望ましい。（役職名で依頼する人は任期で交代があるため）

	
	構成区分
	留意事項等

	ア
	利用者及び利用者の家族
	負担にならない範囲で依頼してください。

	イ
	地域住民の代表者
	事業所が所在する地域において、運営について、広く知っていただきたい団体等から選出いただくことになります。
町内会役員、民生委員、老人クラブの代表者等が考えられます。また、近隣の小・中学校の先生や、駐在さん、消防団など、多様な観点で選出いただくことが可能です。

	ウ
	市町村（保険者）職員又は、
地域包括支援センター職員
	行政職員の中でも、介護保険サービスや、高齢者の相談援助業務に携わる職員の参加が適当と考えられます。
介護保険担当課などへご相談ください。

	エ
	介護サービス等に知識や経験のある人（※5）
	知見を有するものとして客観的、専門的な立場から意見を述べることができる者を選任されたい（地域密着型サービスにおけるＱ＆Ａ）


7．運営推進会議委員名簿の提出（※6）
　事業所の所在する市町村（又は委員の属する地域包括支援センター）と広域連合に対して運営推進会議委員名簿を提出してください。（委員に変更があった場合についても同様です。）

　　※提出方法は提出先にご確認ください。当広域連合へは書面または電子メールでご提出ください。電子メールの場合は、パスワードを設定する等、個人情報への配慮をお願いいたします。

8．開催場所
　事業所内（会議室や多目的スペース等）で開催することが望ましいです。（※7）
ただし、利用者又はその家族から同意が得られた場合は、テレビ電話装置等を活用することが可能です。（※8）
ア　サービス提供中の「食堂・機能訓練室」については使用しない（利用者の承諾が得られれば、会議の中で一時的にサービス提供の様子を見てもらうことは可能です。）
イ　会議の出席者（構成員）が事業所の雰囲気やサービス提供の様子を把握しやすいようにしてください。
ウ　駐車スペースに制約のある事業所については、近隣住民に迷惑をかけないよう駐車場等を確保してください。
エ　交通手段がない委員の参加については、参加しやすい環境づくりに努めてください。
9．会議の内容
会議目的の項目について、評価を受けるとともに、必要な要望、助言等を聴くことが義務付けられます。（※9）
（１）活動情報報告を作成し、それに基づいて運営状況について報告する。
■活動状況の報告の例
ア　事業所の運営方針や特色
イ　事業所の運営状況（日々の活動内容、利用者の様子、利用者数や平均要介護度の推移など）

ウ　人員体制や人事異動に関すること

エ　事業所の自己評価、自己点検結果とその改善措置
オ　サービスの質の向上に係る事項（事業所内の取り組み、職員研修状況等）

カ　苦情、事故、ヒヤリ・ハット事例とその対応状況や再発防止策の取り組み

キ　地域の住民やボランティア団体等との連携・協力状況（地域の行事や活動への参加・協力状況など）

ク　非常災害時への対応状況（防災訓練、消防団や地域住民との連携など）
ケ　前回までの会議における要望や助言への対応（改善）状況
コ　前回までの会議で見出された課題・問題点等への対応（改善）状況
 　など


（２）自己評価、外部評価、介護サービス情報の公表を実施した際には、概要を直近の運営推進会議で報告する。
（３）運営状況について評価を受けるとともに、必要な要望・助言等を聴き、あわせて、当該事業所等と地域との連携・交流に関することや、その他個別課題に関することについて意見交換を行う。
■会議における議題（テーマ）の例
ア (1)(2)の活動状況の報告等を通じての課題等の改善について
イ 地域との交流、連携、協力（行事、災害対策等）について
ウ 事業所のサービスの質を向上させることについて（※10）
エ 地域の高齢者を取り巻く環境・課題の共通理解や支援活動　　など
　　
10．関係機関等への報告及び記録の公表
（１）記録（会議録）の作成
指定基準において、活動状況の報告内容、評価、要望、助言等についての「記録」（会議録）を作成することが義務付けられています。（作成日から２年間保存し、求めに応じ提出できるようしておいてください。）

（２）記録の提出および公表（※11）
会議終了後は、速やかに事業所の所在する市町村（大町市のみ、地域包括支援センター職員が委員となっている事業所は、委員の属する地域包括支援センター）と広域連合に提出してください。
※提出方法は提出先にご確認ください。当広域連合へは書面または電子メールでご提出ください。
また、上記「活動状況の報告内容、評価、要望、助言等についての記録」を公表しなければならないとされています。公表については、

などの方法が考えられます。
　
※提出・公表する記録は、利用者や委員のプライバシー保護のため、個人が特定される部分は削除するなど配慮をしてください。

１１．運営推進会議に関するQ＆A（厚生労働省　抜粋）
（問）「運営推進会議」は、各事業所が設置することが必要なのか。

（答）
１　運営推進会議は、各地域密着型サービス事業所が，利用者，市町村職員，地域の代表者等に対し、提供しているサービス内容等を明らかにすることにより、事業所による利用者の「抱え込み」を防止し，地域に開かれたサービスとすることで、サービスの質の確保を図ることを目的として設置するものであり、各事業所が自ら設置すべきものである。

２　運営推進会議のメンバーについては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、事業所が所在する市町村の職員又は当該事業所が所在する区域を管轄する地域包括支援センターの職員、当該サービスについて知見を有する者等を想定しているところである。
（問）運営推進会議のメンバーとされている「地域住民の代表者」とは、どのような人か。

（答）地域住民の代表者とは、町内会役員、民生委員、老人クラブの代表者等が考えられる。全国介護保険担当課長会議ブロック会議資料指定基準，介護報酬に関するＱ＆Ａ（平成１８年２月）
（問）認知症高齢者グループホームの運営推進会議においては、活動状況としてどのような報告を行う必要があるか。

（答）運営推進会議において報告を行う事項としては、「認知症高齢者グループホームの適正な普及について（平成１３年３月１２日老計発第１３号老健局計画課長通知）」別添２に掲げる「認知症高齢者グループホームに係る情報提供の項目」や、自己評価及び外部評価の結果などが考えられるが、運営推進会議の場においては、当該グループホームにおける運営やサービス提供の方針、日々の活動内容、入居者の状態などを中心に報告するとともに、会議の参加者から質問や意見を受けるなど、できる限り双方向的な会議となるよう運営に配慮することが必要である。なお、運営推進会議の実践例については、「認知症グループホームにおける運営推進会議の実態調査・研究事業」（（社）日本認知症グループホーム協会（平成２０年度独立行政法人福祉医療機構「長寿・子育て・障害者基金」助成事業））等を参考にされたい。　　　指定認知症対応型共同生活介護等に関するＱ＆Ａについて（平成１８年５月２日）
（問）運営推進会議の構成員について、「利用者、利用者の家族、地域の代表者、市町村の職員又は地域包括支援センターの職員、小規模多機能型居宅介護について知見を有する者等」とあるが、これらの者は必ず構成員とする必要があるのか。

また、同一人が「利用者の家族」と「地域の代表者(町内会役員等）」、「地域住民の代表者（民生委員等）」と「知見を有する者」などを兼ねることは可能か。

（答）

１　運営推進会議は、各地域密着型サービス事業所が、利用者、市町村職員、地域の代表者等に対し、提供しているサービス内容等を明らかにすることにより、事業所による利用者の｢抱え込み｣を防止するとともに、地域との連携が確保され、かつ地域に開かれたサービスとすることで、サービスの質の確保を図ることを目的として設置するものであり、原則として、上記の者を構成員とする必要がある。

２ 「利用者の家族」については、利用者の家族として事業運営を評価し、必要な要望等を行うものであり、利用者の声を代弁するといった役割もあるため、他の構成員とは立揚が異なることから、兼務することは想定していないが、「地域住民の代表者」と「知見を有する者」との兼務はあり得ると考えられる。
（問）　運営推進会議の構成員である「小規模多機能型居宅介護について知見を有する者」とは、具体的にどのような職種や経験等を有するのか。

（答）　小規模多機能型居宅介護について知見を有する者とは、学識経験者である必要はなく、高齢者福祉や認知症ケアに携わっている者なども含め、小規模多機能型居宅介護について知見を有する者として客観的、専門的な立場から意見を述べることができる者を選任されたい。
介護老人福祉施設及び地域密着型サービスに関するQ&Ａについて（平成１８年９月４日）
（問）小規模多機能型居宅介護の運営推進会議には，地域密着型サービス基準が定める全てのメンバー（利用者、市町村職員、地域住民の代表者（町内会役員、民生委員、老人クラブの代表等））が毎回参加することが必要となるのか。

（答）毎回の運営推進会議に、全てのメンバーが参加しなければならないという趣旨ではなく、会議の議題に応じて、適切な関係者が参加することで足りるものである。

ただし、運営推進会議のうち、今般の見直しにより導入する「運営推進会議を活用した評価」として実施するものについては、市町村職員又は地域包括支援センター職員、小規模多機能型居宅介護に知見を有し公正・中立な第三者の立場にある者の参加が必須である。
平成２７年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（平成２７年４月１日）


　複数の事業所での合同開催について


別紙１

○○○○運営推進会議設置要綱

（目的）

第１条　「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」第○○条※1に基づき、利用者や家族、関係機関などからの要望、助言等を聞き、また「○○○（事業所名）」が提供しているサービスを明らかにすることにより、サービスの質の確保・向上を図ることを目的として、「○○○○運営推進会議」（以下「会議」という。）を設置する。

（組織）

第２条　会議は委員○名以内で構成する。

２　委員は、次に揚げる者のうちから事業所の長が委嘱する。

　（１）利用者又は利用者の家族

　（２）地域住民の代表
　（３）行政職員等（市職員又は地域包括支援センター職員）
　（４）当該サービスに知見を有する者

３　委員の任期は○年とし、再任を妨げない。

（開催）

第３条　会議の開催方法は次のとおりとする。

　（１）会議は、原則として、○か月に１回開催とする。

　（２）会議は事業所の長が召集する。

　（３）会議の進行は事業所にて行う。
（議題）

第４条　会議の議題は次のとおりとする。

　（１）利用者の状況、サービス提供の状況

　（２）サービスの評価

　（３）サービスへの要望、助言など

　（４）その他特に必要と認められた事項

（通知方法等）

第５条　会議開催の通知方法等は次のとおりとする。

　（１）会議開催通知は、書面配布、掲示等により行う。

　（２）開催通知には、開催日、議事内容、報告事項及びその他意見交換事項を含む。

（記録の作成及び公表）

第６条　会議の議事については、開催の都度報告事項、評価、要望、助言、出席者の発言等の記録を作成し、各委員に送付するとともに事業所内において閲覧できるようにする。

（守秘義務）

第７条　守秘義務については次のとおりとする。

　　運営推進会議委員は、会議において知り得た利用者及び家族の情報を他に漏らすことをしてはいけない。また、委員を退いた後においても、同様とする。

（庶務）

第８条　会議の庶務は、事業所において処理する。
　附　則

　この要綱は、○○年○○月○○日から施行する。
別紙2
運　営　推　進　会　議　委　員　名　簿（見本）
	事業所番号
	

	事業所名称
	

	事業所区分
（該当に○）
	小規模多機能型居宅介護、　認知症対応型共同生活介護、　　　　　　　　　　　　

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、　
認知症対応型通所介護、　地域密着型通所介護、　定期巡回・随時対応型訪問介護看護

	管理者氏名
	

	担当者名
（連絡先）
	（　　　　-　　　　　）

	
	


	氏　　　名
	構　成　区　分
	職　名　等

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※１「構成区分」欄には、(1)利用者又は利用者の家族、(2)地域住民の代表、(3)行政職員等
　(4)当該サービスに知見を有する者の別を記入してください。

※２「職名等」には、自治会の役員、民生委員、老人クラブ、医師、知見者、市町村職員、福祉事業関係者等を記入してください。
別紙3－１
　　年　　月　　日
　○○○○長　○○○○　様

事業所名　　
管理者名　　　　　　　　
　　　　　　○○○○運営推進会議開催報告書
	開催日時
	　　年　　月　　日（　）　時　　分～　　時　　分

	開催場所
	（ 事業所 内・外 ）

	サービス区分
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）事業所

	出席者の状況
	委員
	委員数（　　　）名　／　出席（　　　）名

	
	
	（例）市町村職員（１名）
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	職員（役職）
	
	

	
	
	
	

	議　題
	1
2
3

	報告事項

	1
2
3


	
	委員からの発言
	事業所からの発言

	意　見
	1
	

	
	２
	

	
	３
	

	要　望
	１
	

	
	２
	

	
	３
	

	その他
	１
	

	
	２
	


※必要項目の記載があれば、任意様式での提出も可
別紙3－２
	会　　　　議　　　　録

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	


※当日の資料を添付すること。
※枠が不足する場合は、必要に応じて広げてください。
運営推進会議開催の手引き





令和7年3月








北アルプス広域連合





平成18年3月14日　厚生労働省令第34号　


第八十五条（地域との連携）


（注1）参照





※2　7ページに設置要綱の見本別紙１を掲載していますので参考としてください。





ⅰ　利用者及び利用者家族については匿名とするなど、個人情報・プライバシーを保護すること。


ⅱ　同一の日常生活圏域内に所在する事業所であること。


ⅲ　合同して開催する回数が、１年度に開催すべき介護・医療連携推進会議や運営推進会議の開催回数の半数を超えないこと。（地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護は除く。）


ⅳ　外部評価を行う介護・医療連携推進会議や運営推進会議は、単独開催で行うこと。


　（小規模多機能型居宅介護等）





※3　開催日が集中することで委員の負担が増加しないよう、余裕をもった日程調整に心掛けてください。





※１　平成18年3月14日　厚生労働省令第34号　第八十五条（地域との連携）－抜粋－


指定小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、指定小規模多機能型居宅介護事業所が所在する市町村の職員又は当該指定小規模多機能型居宅介護事業所が所在する区域を管轄する法第百十五条の四十六第一項に規定する地域包括支援センターの職員、小規模多機能型居宅介護について知見を有する者等により構成される協議会 (以下この項において「運営推進会議」という。)を設置し、おおむね二月に一回以上、運営推進会議に対し通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況を報告し、運営推進会議による評価を受けるとともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。
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※4　事業所の関係者（管理者や従業員など）は委員ではありません。


会議において活動状況を報告し、評価・要望・助言等を受け、記録する立場で参加いただくことになります。


※開催にあたっての事前準備(日程調整、資料の作成など)や当日の会議運営(進行・説明など)も事業所が行います。








※5　知見を有するものとして客観的、専門的な立場から意見を述べることができる者を選任されたい（地域密着型サービスにおけるＱ＆Ａ）


※ このため、事業所を運営する法人またはその系列法人に所属する者を選任することは不適切と考えられます。


※ ただし、構成員として適否の判断は、市町村の実情により異なる場合があります。疑問がありましたら市町村の介護保険担当課又は広域連合へ相談ください。





※6　8ページに委員名簿の参考例別紙２を掲載していますので参考としてください。
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※7施設の構造上、会議スペースが確保できない事業所については、他の場所で会議を行う事も想定されますが、委員が事業所の様子を見て評価の判断が出来る機会を定期的に設けるよう工夫する必要があります。





※8 テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。





※9　事前に、「報告してほしいこと」等意見を募集するなど工夫してください。


・委員が発言しやすい環境づくりに努めてください。


・市町村によっては最低限報告すべき事項が定められている場合もありますので、あらかじめ市町村の介護保険担当部局へ確認しておいてください。








上記はあくまで例示です。実際の報告事項については、会議開催時の事業所における課題や会議出席者（委員）の意見などを基に判断してください。
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※10利用者又は利用者家族からの要望、地域から事業所への要望・質疑・意見、または事業所から地域への要望・質疑など、身近な話題を通じて話し合うこともなど効果的です。





開催前に「次回の会議の目的」（何のために会議を開催するのか）を考え、その目的に応じた議題（テーマ）を設定することにより、事業所にとって運営推進会議が有意義なものとなるよう取り組んでください。





※11　9,10ページに報告様式の参考例別紙3を掲載していますので参考としてください。











ア　事業所のホームページに掲載する。


イ　事業所の玄関など、訪問者が見やすいところへ掲示する。


ウ　会報等により、利用者宅、地域団体、会議出席者その他の関係者へ配布する。
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運営推進会議では、様々な立場の方々の違った視点から意見や助言を得ることで、これまで自分達だけでは気が付かなかった事業所の課題やサービス改善・向上のためのヒントが見つかり、事業所（従業員）の能力を高めるきっかけにもなります。また、事業所を地域の方々に広く知っていただく機会にもなります。この機会を、有効活用いただきますようお願いいたします。





運営推進会議の効率化や、事業所間のネットワーク形成の促進等の観点から、次に掲げる条件を満たす場合においては、複数の事業所の運営推進会議を合同で開催して差し支えない。





イ　利用者及び利用者家族については匿名とするなど、個人情報・プライバシーを保護すること。


ロ　同一の日常生活圏域内に所在する事業所であること。ただし、事業所間のネットワーク形成の促進が図られる範囲で、地域の実情に合わせて、市町村区域の単位等内に所在する事業所であっても差し支えないこと。


（平成30年4月改正に伴う解釈通知の一部変更）
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参 考 例





※1参考　地域密着型通所介護（第34条）、認知症対応型通所介護（第61条）、


小規模多機能型居宅介護（第８8条）、認知症対応型共同生活介護（第１０８条）、


地域密着型特定施設入居者（第１２９条）、


地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（第１５７条）


定期巡回・随時対応型訪問介護看護（第3条37）
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様式参考例
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様式参考例（表面）





北アルプス広域連合長と


市町村長それぞれに提出　
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様式参考例（裏面）
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